（様式第１号）
年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　※2者以上の連携により申請する場合は、（別紙１)「連携申請者一覧」に各事業者について記載すること。
年度商店街等にぎわい回復促進事業補助金交付申請書

　商店街等にぎわい回復促進事業補助金交付要綱第６条第1項の規定に基づき、上記補助金の交付について、下記のとおり申請します。

記
１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

(1) 補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　円

(2) 補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（千円未満切り捨て）

２　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分

（別紙２「補助事業計画書」のとおり）

３　補助事業完了予定期日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

４　本件責任者及び担当者

　　責任者氏名

　　担当者氏名

　　連絡先
(注)本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

様式第１号（別紙１）

連携申請者一覧

【申請者①(代表者)】
	郵便番号及び所在地
	　

	 名称
	　

	 代表者の役職及び氏名
	　

	 電話番号
	　


事務担当者　所属・職名　        　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号　　　　　　　　　
【申請者②】
	郵便番号及び所在地
	　

	 名称
	　

	 代表者の役職及び氏名
	　

	 電話番号
	　


事務担当者　所属・職名　        　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号　　　　　　　　　
【申請者③】
	郵便番号及び所在地
	　

	 名称
	　

	 代表者の役職及び氏名
	　

	 電話番号
	　


事務担当者　所属・職名　        　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【申請者④】
	郵便番号及び所在地
	　

	 名称
	　

	 代表者の役職及び氏名
	　

	 電話番号
	　


事務担当者　所属・職名　        　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※規約や役員名簿、決算資料等の財務諸表など、組織内容が確認できる書類を申請者ごとに添付すること。
様式第１号（別紙２）
商店街等にぎわい回復促進事業補助金
補助事業計画書

１　事業の目的、ねらい
２　事業内容（手段、概要など）
３　事業目標（事業実施により期待される効果など）
※２者以上で連携し、申請する場合は、各構成団体の役割等について明確にすること。

４　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	所要経費
	補助対象経費
	補助金所要額
	補助金申請額
	備　　考

	
	
	(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額
	(B)の、指定された補助率以内の額
	
	

	
	
	
	
	(計の欄において
千円未満切り捨て)
	

	
	(A)
	(B)
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　※対象経費区分については、交付要綱別表１及び公募要領を参照。
５　経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳

(単価×回数等)
	補助対象経費
(税抜)


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	(1) 補助対象経費合計
	

	(2) 補助金交付申請額 (1)×補助率4/5以内（千円未満切り捨て）
	


※2者以上に連携した申請の場合、各事業者の経費明細表を適宜追加すること。
※１件あたり税抜き１００万円以上の場合は、２社以上の見積書を添付すること。
（様式第２号）

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福島県知事　　印

　

商店街等にぎわい回復促進事業補助金交付決定通知書

　　　　年　　月　　日付けで申請のありました商店街等にぎわい回復促進事業補助金については、次のとおり交付することを決定しましたので、交付要綱第７条第１項の規定により通知します。

記
１　交付決定日
　　　　　　年　　月　　日

２　補助金の交付の対象となる事業

　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金交付申請書の記載のとおりとする。

３　補助対象経費及び補助金の額
　　次のとおりとする。

　　ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助対象経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

　　補助対象経費　　金　　　　　　　　　　円

　　補助金の額　　　金　　　　　　　　　　円（千円未満切り捨て）
４　補助金の額の確定は次によるものとする。

　　補助金の額の確定は、補助事業完了後に提出した補助事業実績報告書の審査の結果により、「交付すべき補助金の額」が確定したときに認められた補助対象経費の額の５分の４または、配分された上記３に記載の「補助金の額」（補助事業の内容が変更された場合に「補助金の額」の変更に係る通知を受けたときは、変更に係る通知を受けた額。以下、同じ。）のいずれか低い額とする。
５　補助事業者は、補助金等に係る予算の進行の適正化に関する法律及び同法施行令、及び交付要綱で定めるところに従わなければならない。

６　補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところにより消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額すること。
（様式第３号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金交付申請取下書
　　年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金の交付申請は、下記のとおり取り下げることとしたので、交付要綱第８条の規定に基づき届出します。

記
１　補助事業の名称

２　交付申請の取下理由

（様式第４号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る補助事業の
内容・経費の配分の変更承認申請書

　　年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金の交付申請については、事業内容を下記のとおり変更したいので、交付要綱第１０条第１項の規定に基づき承認を申請します。

記
１　変更する事業の名称

２　変更の理由

３　変更の内容

(様式第４号 別紙)

補助事業の内容・経費の配分の変更

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分


	補助対象経費

	
	変更前
	変更後

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


	補助金額（補助対象経費の５分の４以内）
（千円未満切り捨て）
	
	


　　※変更前の補助金額を上限とする。
　※2者以上に連携した申請の場合、各事業者の経費明細表を適宜追加すること。

（様式第５号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る補助事業の中止（廃止）申請書

　　　年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金の交付申請については、事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、交付要綱第１３条の規定に基づき承認を申請します。

記
１　中止（廃止）の事業名

２　中止（廃止）の理由

３　補助事業中止の期間（廃止の時期）

（様式第６号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る補助事業の遅延等報告書
年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金の交付申請について、交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　補助事業名

２　補助金額（単位は円とし、算用数字を用いること）

３　遅延の原因及び内容

４　遅延に係る金額（単位は円とし、算用数字を用いること）

５　遅延に対して取った措置

６　遅延の遂行と完了予定日

７　遅延が事業に及ぼす影響

（様式第７号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る補助事業の実施状況報告書

年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業について、交付要綱第１５条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

１　補助事業名及び交付決定年月日

２　補助金額（単位は円とし、算用数字を用いること）

　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業の状況
（１）事業者名
（２）事業名
（３）事業概要

（４）　月現在の実施状況
（①当初計画の内容、②当初計画の実施状況、③直面した課題とその対応状況）
（５）　月現在の事業経費の状況（支出内訳表等を添付）
（６）本補助事業がもたらす効果等
（７）本補助事業の推進にあたっての改善点、課題等
（様式第８号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る補助事業実績報告書

年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業について、交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

１　補助事業名及び交付決定年月日
２　事業実施期間
　　　開始　　　年　　月　　日　～　　　　終了　　　年　　月　　日

３　
（１）事業者名
（２）事業名
（３）事業の取組内容（概要）
（４）事業成果（実施による効果など）
（５）事業経費の状況
（経費支出管理表(別紙１)を添付)

　※補助事業の実施により収益が生じた場合は、収益納付に係る報告書（様式第１４号）を作成すること。
　
（様式第８号 別紙１）

経費支出管理表
１　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	所要経費
	補助対象経費
	補助金所要額
	補助金申請額
	備　　考

	
	
	(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額
	(B)の、指定された補助率以内の額
	
	

	
	
	
	
	(計の欄において
千円未満切り捨て)
	

	
	(A)
	(B)
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


２　経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳

(単価×回数等)
	補助対象経費

(税抜)

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	(1) 補助対象経費合計
	

	(2) 補助金交付申請額 (1)×補助率4/5以内（千円未満切り捨て）
	


※経費支出に係る証ひょう書類(領収書等)を添付すること。
※交付決定日以後に発注や契約を行い、事業実施期間中に支払を終えた経費のみ対象とすること。
※2者以上に連携した事業の場合、各事業者の経費について適宜追加すること。
（様式第９号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　　　郵便番号

　　　　　　　　住所

　　　　　　　　名称

　　　　　　　　代表者の役職

　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る精算(概算)払請求書

年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業について、要綱第１８条第２項の規定に基づき、下記のとおり補助金を請求します。

記

１　補助事業者名及び交付決定年月日

２　請求金額（単位は円とし、算用数字を用いること）
　　　　　　　　　　　　　　円（千円未満切り捨て）
３　振込先金融機関等
　（１）振込先金融機関名

　（２）金融機関コード（４桁）

　（３）支店名
　（４）支店コード（３桁）
　（５）預金の種別

　（６）口座番号

　（７）預金の名義（ｶﾀｶﾅ）

　　　※　上記が記載された当該預金通帳のページの写しを添付すること。
　　　※　2者以上に連携した事業の場合、事業者ごとに提出すること。
(本件事務担当者氏名：　　　　　　　　　　　　　　連絡先：　　　　　　　　　　　　　　　)
（様式第１０号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書

年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業について、要綱第１９条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業者名及び交付決定年月日

２　請求金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除額税

　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　消費税及び地方消費税の確定に伴う消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　円
５　補助金返還相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　※精算の内訳を添付すること。　
（様式第１１－１号）
年　　　　月　　　　日
取得財産等管理台帳

　　　　　　　補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	


１　対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が交付要綱第２３条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。

２　数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場合には区分して記載のこと。
３　取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。
（様式第１１－２号）
年　　　　月　　　　日
取得財産等管理明細表
　　　　　　　補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	


１　対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が交付要綱第２３条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。

２　数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場合には区分して記載のこと。
３　取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。
４　商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る補助事業実績報告書（様式第８号）に添付すること。
（様式第１２号）

年　　月　　日

福島県知事　様

　

　　　　　　郵便番号

　　　　　　住所

　　　　　　名称

　　　　　　代表者の役職

　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

商店街等にぎわい回復促進事業補助金に係る取得財産の処分承認申請書
年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、交付要綱第２３条第３項の規定に基づき承認を申請します。

記

１　品目及び取得年月日
２　取得価格及び時価

３　処分の方法

４　処分の理由

（様式第１３号）

年　　月　　日

福島県知事　様
　　　　　　　　　住　所
　　　

　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

産業財産権等取得等届出書

年　　月　　日付けで交付決定通知のあった商店街等にぎわい回復促進事業補助金により取得した下記の産業財産権等について、交付要綱第２４条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　補助事業の名称

２　交付決定日

３　開発項目

４　出願国
５　出願に係る工業取得権の種類
６　出願日

７　出願番号
８　出願人

９　代理人

１０　優先権主張
　
　　　　　　　
（様式第１４号）

                               　　 令和　年　月　日
福島県知事　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者名
商店街等にぎわい回復促進事業における収益納付に係る報告書

　年　月　日付けをもって交付決定の通知があった上記の補助事業に関し、補助事業の実施期間内における事業化等の状況について、交付要綱第２５条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

補助事業の成果の事業化等の有無

１．補助事業の成果の事業化　　　　　　　　　　　　　有　　　無

２．産業財産権等の譲渡又は実施権の設定　　　　　　　有　　　無

３．その他補助事業の実施により発生した収益　　　　　有　　　無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	計画名
	補助金額（Ａ）
	補助対象経費
（Ｂ）
	補助事業に係る売上額（Ｃ）
	補助事業に係る収益額（Ｄ）
	控除額（Ｅ）
	納付額（Ｆ）

	
	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】

（１）１．～３．においてすべて「無」（１．については、事業実施期間内に売上なし）の場合には、上記の表への記入は不要。

（２）「補助金額（Ａ）」は、様式第８号別紙１の経費支出管理表２（２）に記載の「補助金交付申請額」をいう。

（３）「補助事業対象経費（Ｂ）」とは、様式第８号別紙１の経費支出管理表２（１）に記載の「補助対象経費合計」をいう。

（４）「補助事業に係る売上額（Ｃ）」とは、補助事業期間における当該事業の売上額をいう。

（５）「補助事業に係る収益額（Ｄ）」とは、「補助事業に係る売上額（Ｃ）」から、同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価・販売管理費等）を差し引いた額をいう。

　　　　なお、「補助事業に係る収益額（Ｄ）」がゼロ又はマイナスの場合には、（Ｄ）にゼロと記載する。

（６）「控除額（Ｅ）」とは、「補助事業対象経費（Ｂ）」のうち、補助事業者が自己負担によ

って支出した額」をいう。　控除額（Ｅ）＝補助事業対象経費（Ｂ）－補助金額（Ａ）

（７）「納付額（Ｆ）」＝（「補助事業に係る収益額（Ｄ）」－「控除額（Ｅ）」）×（「補助

金額（Ａ）」／「補助事業対象経費（Ｂ）」）　＊円未満切上げ

（注）補助事業に係る収益額等の算定に必要な資料を添付すること。

（注）共同申請の場合は、補助事業者ごとに作成すること。
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